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1．目 的 

① 当校が実施した自己評価の結果に基づき、その結果の客観性・透明性を高めるために行う。 

② 当校と密接に関係する者（学校関係者）の理解促進や連携協力による学校運営の改善を図るために行う。 

2．評価の概要 

① 自己評価結果の内容が適切か 

② 自己評価結果を踏まえた今後の改善方策が適切か 

③ 学校の重点目標や評価項目等が適切か 

④ 学校運営の改善に向けた実際の取組が適切か 

3．評価結果の公表・活用 

学校関係者評価委員はその評価結果や今後の改善方策等についてとりまとめ広く公表する。学校は評価結果を改善方策の検討において活用し、次年度

の重点目標の設定や学校運営や教育活動などについて具体的に改善を図る。 

4．実施体制（学校関係者評価委員会） 

学校外の者を評価者とする以下の「学校関係者」を選任し、学校関係者評価委員会を組織した。また委員の任期を以下の通りとした。 

委 員：冨澤 和貴  とみざわ鍼灸・接骨院 院長（卒業生） 

    渡辺 真吾  一般社団法人日本アスリートコンディショニング協会事務長 

事務局：新井 啓之 日本健康医療専門学校運営統括 

中野 敦則 日本健康医療専門学校事務局長 

    布施 雅子 日本健康医療専門学校事務局教務課長 

    酒井 洋平 日本健康医療専門学校事務局総務課長代行 

任期：上記委員の任期を 2026 年 4 月 1 日から 2027 年 3 月 31 日（1 年間）とする。 

5．委員会の開催 

日時：2026 年 6 月 19 日（金）16:00～17:00 

場所：日本健康医療専門学校３Ｆ会議室及びオンライン 

6．評価要領 

学校が策定した重点目標、計画の実施についての自己評価結果、評価結果に基づく今後の取組方針などについて学校関係者評価委員へ説明を行う。 

自己評価の概要は以下の通りである。 

 



（1）教育理念・目標 

① 学校の理念・目的・育成人材像は定められているか。（専門分野の特性が明確になっているのか） 

② 学校における職業教育の特色は何か。 

③ 社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将来構想を抱いているか。 

④ 学校の理念・目的・育成人材像・特色・将来構想等が学生・保護者等に周知されているか。 

⑤ 各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に対応する業界のニーズに向けて方向づけられているか。 

（2）学校運営 

① 目的等に沿った運営方針が策定されているか。 

② 運営方針に沿った事業計画が策定されているか。 

③ 運営組織や意思決定機能は、規則等において明確化されているか、有効に機能しているか。 

④ 人事、給与に関する規定等は整備されているか。 

⑤ 教務・財務等の組織整備等、意思決定システムは整備されているか。 

⑥ 業界や地域社会等に対するコンプライアンス体制が整備されているか。 

⑦ 教育活動等に関する情報公開が適切におこなわれているか。 

⑧ 情報システム化等による業務の効率化が図られているか。 

（3）教育活動 

① 教育理念等に沿った教育課程の編成・実施方針等が策定されているか。 

② 教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏まえた学科の修学年限に対応した教育到達レベルや学習時間の確保は明確にされているか。 

③ 学科等のカリキュラムは体系的に編成されているか。 

④ キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったカリキュラムや教育方法の工夫・開発等が実施されている。 

⑤ 関連分野の企業・関係施設等や業界団体等との連携、カリキュラムの作成・見直し等が行われているか。 

⑥ 関連分野における実践的職業教育（産学連携によるインターンシップ、実技、実習等）が体系的に位置づけられているか。 

⑦ 授業評価の実施・評価体制はあるか。 

⑧ 職業教育に対する外部関係者からの評価を取り入れているか。 

⑨ 成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は明確になっているか。 

⑩ 資格取得等に関する指導体制、カリキュラムの中での体系的な位置づけはあるか。 

⑪ 人材育成目標の達成に向け授業を行うことができる用件を備えた教員を確保しているか。 



⑫ 関連分野における業界等との連携において優れた教員（本務・兼務含む）を確保する等マネジメントが行われているか。 

⑬ 関連分野の先端的な知識・技能等を修得するための研修や教員の指導力育成等資質向上のための取り組みが行われているか。 

⑭ 職員の能力開発のための研修等が行われているか。 

（4）学修成果 

① 就職率の向上が図られているか。 

② 資格取得率の向上が図られているか。 

③ 退学率の低減が図られているか。 

④ 卒業生・在校生の社会的な活動及び評価を把握しているか。 

⑤ 卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の教育活動の改善に活用されているか。 

（5）学生支援 

① 進路・就職に関する支援体制は整備されているか。 

② 学生相談に関する体制は整備されているか。 

③ 学生に対する経済的な支援体制は整備されているか。 

④ 学生の健康管理を担う組織体制はあるか。 

⑤ 課外活動に対する支援体制は整備されているか。 

⑥ 学生の生活環境への支援は行われているか。 

⑦ 保護者と適切に連携しているか。 

⑧ 卒業生への支援体制はあるか。 

⑨ 社会人のニーズを踏まえた教育環境が整備されているか。 

⑩ 高校・高等専修学校との連携によるキャリア教育・職業教育の取り組みが行われているか。 

（6）教育環境 

① 施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるように整備されているか。 

② 学内外の実習施設、インターンシップ、海外研修等について十分な教育体制を整備しているか。 

③ 防災に対する体制は整備されているか。 

（7）学生の受け入れ募集 

① 学生募集活動は、適正に行われているか。 

② 学生募集活動において、教育成果は正確に伝われているか。 



③ 学納金は妥当なものとなっているか。 

（8）財務 

① 中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか。 

② 予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか。 

③ 財務について適正に行われているか。 

④ 財務情報公開の体制整備はできているか。 

（9）法令等の遵守 

① 法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか。 

② 個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか。 

③ 自己評価の実施と問題点の改善を行っているか。 

④ 自己評価結果を公開しているか。 

7.周知方法（学校評価報告） 

日時：2026 年 6 月 22 日（月）17:00～17:30 

場所：日本健康医療専門学校３Ｆ会議室 

運営委員会：新井 啓之 日本健康医療専門学校運営統括 

沼尻 昭  日本健康医療専門学校柔道整復学科学科長 

野口 智立 日本健康医療専門学校鍼灸学科学科長 

宮﨑 研三 日本健康医療専門学校ライフデザイン学科学科長 

中野 敦則 日本健康医療専門学校事務局長 

      布施 雅子 日本健康医療専門学校事務局教務課長 

      酒井 洋平 日本健康医療専門学校事務局総務課長代行 

 

 

 

 

 

 



 

学校関係者評価報告書 

 

Ⅰ重点目標について 

重点目標 

本年度は、臨床現場で役に立つ教育を充実させることを重点的な目標とする。 

現場のニーズに応えるために、カリキュラムの工夫は勿論、臨床経験豊富な実務家から学ぶ実践的な教育を行い、即戦力となる人材の育成に取り組

んでいく。 

達成目標・取組方法 

1.達成目標 

臨床現場では、実践力・観察力・患者とのコミュニケーション能力が求められるため、教育の充実には「リアルな現場」と「体系的な知識」の橋渡

しが必要であるため、臨床現場で活躍する卒業生、臨床経験豊富な実務から学ぶ「プラスワン教育」を行い、即戦力となる人材育成に取り組んだ。 

特に(3)の実技のプログラムでは、募集人数を超える学生の申込があり学生満足度も高く、次年度も継続していきたい。 

2.取組方法 

(1)医接連携の意識づけと教育 

柔整・鍼灸に理解のある医療機関をつなぎ、患者に最適な地域医療を提供する。多様な視点で患者ケアを学ぶことで包括的な理解が深まる。 

(2) 教育現場と臨床現場の接続強化 

実習の質・継続性向上を図る。 

(3) 実技中心の教育プログラム 

症例のアプローチから、判断力や処置の選択力を養う。 

自己評価 

創立以来、一貫して職業人の育成を目標に掲げて実践してきたところである。医療人として、かつ社会人としての目標を明確にし、学生便覧に示

している。新入生には、各学科長・教務課長・総務課長がオリエンテーション時に学生便覧に基づき説明をし、学生に周知している。 

また、新学期・学期末・試験直前には、学校長より集会時で教育理念・目標・国家試験合格に向けての取り組みについて講話をしている。 

他方、学校の取組について学生や保護者に伝えきれていないところが反省点である。様々な手段を使いながらこの点をクリアして行くことが課題

となる。学校の取組への理解を深めて頂けるように、保護者会やその他のチャネルを使い情報共有できる努力を継続していくことで、この課題を

克服していきたい。 



学校関係者評価 

実践的な職業教育を行う場として、教育の充実を図っていることがうかがえる。鍼灸学科や柔道整復学科は、卒業生等の実務家を講師に招き、実践

的な実習、講義を実施し、「リアルな現場」と「体系的な知識」の橋渡しや学生の個性や興味に合わせる学習意欲を維持させようとする学校の取り

組みは評価できる。他方、保護者や学生への理念周知が今後の課題として挙げられているが、卒業生の採用企業からの働きぶりの評価についても情

報発信を行い、信頼性を高められることを期待したい。 

 

Ⅱ各価項目について 

基準 1 教育理念・目的・育成人材像 

自己評価 学校関係者評価 改善方法 

一つの事に、ただひたすらに心を込めて取り組

むことを意味する「一意専心」。本学はこの言葉

から考えた「一医専心」をコンセプトに、学生・

教員ともに何事にも熱心に取り組む校風を表す

だけでなく、実際の健康・医療に携わるように

なった後も、相手のために誠実で心をこめたは

たらきが出来る人材育成を教育理念に掲げてい

る。本学の教育理念と人材像は明確であり、HP

や学校案内等にも周知されている。目的は学則

に示されており、目的達成のための学科編成（２

課程 4 学科）を編成している。医療専門課程：

柔道整復師・はり師きゅう師の養成校としての

専門教育を行い、医療人としての人格形成に寄

与している。商業実務課程：関連業界等のニー

ズに適合するよう即戦力として活躍できる技能

や知識、ビジネスマナーを身に付け、多様な人

間関係に対応できるコミュニケーション力を備

える人格形成に必要な教育を行っている。 

教育理念・目的・育成人材像は明確であり、HP

や学校案内等にも周知されていることが評価で

きる。 

学科編成、教育課程についても適正に整備され

ていることが確認できる。 

国家試験合格実績が全国平均を上回っているこ

とは、教育の質を裏付けているとうかがえる。 

医療に携わる人材を輩出する使命のもと、医療

人として必要な相手の為に誠実に心をこめた働

きができる教育理念の浸透は、卒業生の働きか

らも評価できる。 

 

 

教育理念は掲げられているが、入学してよかっ

たと思ってもらえるよう「選ばれる学校」とし

て、学生満足度を上げていく目標を掲げていく。 

さらには、卒業生の採用企業からの働きの評価

や声を公表していくことで、学校の取組を継続

的な情報発信をもって、信用性を高められるよ

うにしていきたい。 

 



 

基準 2 学校運営 

自己評価 学校関係者評価 改善方法 

運営面では、学校法人創志学園による明確な事

業計画の策定と、それに基づく事業報告の公表

を行っている。HP で広く一般にも公開されて

おり、教職員のみならず社会全体への透明性も

確保されている。学校法人としての運営体制は

適正である。 

意思決定の徹底に取り組んでいる点は、教育機

関としての誠実な姿勢がうかがえる。学生が安

心して学べる環境整備の一環として、組織内の

意思疎通の強化が図られている点は、就職後の 

定着や成長にも良い影響があると評価できる。 

運営組織や意思決定機能は改善努力をしている

ものの、下部層にまで徹底されていない部分も

あり、この点は学内の研修等で課題の克服と徹

底を行っていきたい。 

 

 

基準 3 教育活動 

自己評価 学校関係者評価 改善方法 

教育理念、目的に基づき教育活動が行われてい

るが、各学科とも各種指定規則と養成施設指導

ガイドラインの厳守が求められることは言うま

でもない。 

全授業科目の授業概要(シラバス)を作成し、全

学生へ周知、及び HP で公開している。授業概

要（シラバス）の内容は毎年度更新され、授業内

容や評価の観点を明確にしている。 

また、授業概要（シラバス）の作成に際しては、

授業科目の主題とそのねらいを明確にし、更に

授業の目的・内容・指導等が、各学科の人材養成

の目的、卒業認定・専門士授与の方針と合致す

るように構成されているかを学科内で十分に審

議している。 

業界ニーズに沿った実践的な教育内容や、カリ

キュラムの体系化が進んでいる強みがあること

が評価できる。 

企業としては、即戦力となる人材育成に取り組

む姿勢を非常に心強く受け止めている。今後の

さらなる外部評価の活用により、教育の質向上

のなお一層の期待をする。 

教育の質を向上するために、教職員の研修制度

のなお一層の充実や年次計画を立てる課題が残

される。 

業務の兼ね合いで受講できない理由が生じてい

るため、階層別研修の工夫、全員が参加できる

スケジュール調整の改善を図っていく。 

 



基準 4 学修成果 

自己評価 学校関係者評価 改善方法 

学則第 28 条（成績評価）の項において、「学業

成績は、各学期試験毎に、学科試験（実習・実技

を含む）の成績及び出席日数等を考慮して評価

する。なお、「追・再試験については、その追・

再試験の成績をもとに評価する」と定め、この

規定を厳正に適用している。単位認定と成績評

価の方法、基準については、学生便覧やシラバ

スにおいて学生へ明示し、新学期に行われるオ

リエンテーションにおいて周知徹底している。 

また、当該年度の全教科の評価が行われた後、

年度末において各学科で開かれる進級判定会議

及び卒業判定会議において各教科の評価妥当性

を審議することにより、当該年度の最終評価を

決議している。 

教育課程において、各指定規則、養成施設指導

ガイドライン、指定基準で定められている教育

内容や必要単位数、評価方法を明確にしている

ことが確認できる。 

高い成果が出ている国家試験や進級状況から、

日頃の手厚い個別指導や試験対策の手段が有効

であると評価される。 

また、各学科の評価の妥当性を審議することや

最終評価の決議をし、適正な評価をしているこ

とは高く評価できる。 

 

学校関係者評価は、文科省のガイドラインに沿

って実施しているが、今後の第三者評価を視野

に入れながら整備していく。 

 

基準 5 学生支援 

自己評価 学校関係者評価 改善方法 

日本学生支援機構の奨学金制度、本学の特待生

奨学金制度（スポーツ特待、進級時の特待、同窓

会奨学金）を設け、経済面で「学びをあきらめな

い」支援をしている。学習面では、手厚い個別指

導、グループ学習、ペア学習、試験対策の各学科

の体制が徹底されている。 

学業・生活面の両面で支援体制が構築されてい

る点は、学生にとって安心材料だとうかがえる。

特に一人暮らしの学生に対する訪問対応など、

個別対応の柔軟性は、社会に出た際の人間力に

もつながるため、今後の全学的な相談体制の強

化も期待している。 

学習相談はクラス担任が中心で行われているた

め、生活や経済的な問題に対する包括的な問題

を相談・対応できるように、全学的な体制とし

てカウンセラー資格を持つ教職員を配した。 

さらに、地方から出てきた学生に対して、ホー

ムシックにならないよう、一人暮らしの会を定

期的に行い継続的な支援をしていく。 

 



基準 6 教育環境 

自己評価 学校関係者評価 改善方法 

教育環境は関係法令を踏まえて整備している。

学生の自習スペースを多数確保し、学習環境を

整えている。そして 2025 年度も、前年度に引き

続き学習支援アプリの導入を通じて環境整備が

一層進められた。 

また、学内外の実習施設には過不足はないもの

の、学外での実習体制をより一層充実させなけ

ればならない。 

施設・設備の整備状況や防災体制の確保など、

教育に集中できる環境づくりがなされていると

評価できる。 

学外実習の質向上に向けた取り組みも重要な視

点であり、教育現場と連携した実習の充実が、

現場での即戦力にもつながることが確認でき

る。 

学外での実習体制については、既に数箇所の実

習施設の確保を終えているが、実習は行ったが

中身が伴っていなければならない。これについ

ては各教員が丁寧に伝え、教育体制の充実を継

続して図っていく。 

 

 

基準 7 学生の募集と受け入れ 

自己評価 学校関係者評価 改善方法 

募集活動では、毎年度内容を刷新した学校案内

のパンフレット等の制作物に加え、HP・SNS 等

の Web サイトや進学情報誌、説明会等を駆使し

ながら多角的に展開している。 

また、入学後のよいスタートを切ってもらうた

めに、入学前の事前学習会を行い、遠方の学生

にはオンライン学習の体制も整えている。 

学生募集要項で、入試や入学の流れについて明

確に案内されていることが評価できる。活動的

な学校の様子が Web サイトや学校案内からう

かがえ、多角的に展開する努力がみられる。 

また、退学率についての改善姿勢や、進路変更

への事前対応など、学生一人ひとりへの配慮が

うかがえる点も評価できる。 

入学者の一部に進路変更による退学者がいるこ

とは、結果教育成果が伝わっていない課題も残

る。学校説明会時に、在校生からのリアルな学

校生活の体験談や卒業後の職業のイメージをも

ってもらうための卒業生の経験談を伝え、ビジ

ュアルでも見せていくことで、なお一層の理解

を深めてもらう方策を継続する。 

 

基準 8 財務 

自己評価 学校関係者評価 改善方法 

本学を設置する学校法人創志学園が一元管理

し、財務基盤は安定している。 

財務情報を公開し、透明性を確保している。 

明確な財務情報が公開されていて、透明性を確

保できていることが評価できる。 

今後もこれまで通りの財務情報の公開を継続し

ていく。 

 



基準 9 法令順守 

自己評価 学校関係者評価 改善方法 

法令に基づいた適正な学校運営をしており、今

後も法令を遵守した安定的な学校運営の継続を

していく。 

また、自己評価結果の公表をＨＰ等で一般に公

表することにより、本学が置かれている状況を

広く一般に告知することで、より一層の教育体

制等の充実を図っていきたい。 

法令に基づいた適正な運営がされており、今後

も法令を遵守した健全な学校運営を継続するこ

とを望む。 

 

 

Ⅲ全体的な総括事項 

総括事項 

健全な学校運営がなされており、国家試験はり師 95％（全国平均 67.2％）きゅう師 97.5％（全国平均 70・5％）合格・柔道整復師国家試験 97.2％

（全国平均 71.5％）の合格実績は、全国平均をはるかに上回る高水準であること、その合格実績が学生や保護者が入学を決める成果に結びついてい

ることは高く評価できる。また、職業人材を中心に据えた明確な教育理念に基づき、実務教育に力をいれている点は、企業側からみても高く評価で

きる。「一医専心」の教育理念のもと、質の高い教育と健全な学校運営、そして社会が求める職業人材の育成を大いに期待する。 

以上 


